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(百万円未満切捨て)
１．平成26年６月期の業績（平成25年７月１日～平成26年６月30日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年６月期 234 △22.8 △84 ― △85 ― △88 ―

25年６月期 304 △81.1 △94 ― △95 ― △71 ―
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年６月期 △825.01 ― ― △77.5 △36.0

25年６月期 △667.81 ― △143.9 △41.5 △31.0

(参考) 持分法投資損益 26年６月期 ―百万円 25年６月期 ―百万円
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年６月期 68 △23 △33.9 △182.95

25年６月期 151 16 9.1 130.08

(参考) 自己資本 26年６月期 △23百万円 25年６月期 14百万円
　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

26年６月期 △51 31 0 4

25年６月期 1 6 △20 23
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

26年６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

27年６月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―
　

３．平成27年６月期の業績予想（平成26年７月１日～平成27年６月30日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 373 59.0 △5 ― △5 ― △6 ― △64.00
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 26年６月期 126,956 株 25年６月期 106,956 株

② 期末自己株式数 26年６月期 338 株 25年６月期 338 株

③ 期中平均株式数 26年６月期 107,604 株 25年６月期 106,956 株

　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく財務諸表の監査手続は完了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな

る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧

ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済対策及び金融緩和政策等による円安・株高が進行し、消費税増税

前の駆け込み需要もあり、企業の設備投資及び個人消費等は一部回復傾向にありますが、海外景気下振れリスクは

継続して存在しており、依然として不透明感が残る状況が続いております。

LED照明市場については、省エネニーズの高まりを追い風に大幅な成長を継続しておりますが、参入障壁が比較的

低い市場特性の影響で様々な新規参入も相次いでおり、価格競争も激しさを増しております。

このような状況の中、当社は蛍光管型・高所照明・屋外照明を主力商品とし、新規顧客開拓、既存顧客及び入札

案件への積極的な営業活動を展開してまいりましたが、市場競争激化に伴う単価下落の影響、新規顧客開拓の遅れ

及び入札案件の獲得不振が継続し、大型案件受注の延期も重なっておりLED照明機器販売事業は伸び悩んでおりま

す。

また、環境商材拡充を目的とした太陽光パネルを含めたその他環境関連商材の販売は、一部の環境商材で販売は

行えているものの、大幅な売上獲得には至っておらず、更なる販売先を開拓中であります。

これらの状況及び将来の事業計画を保守的に見積り、特別損失として減損損失4,043千円を計上いたしました。

この結果、売上高234,716千円（前事業年度比22.8%減）、営業損失84,614千円（前事業年度は94,177千円の損失）、

経常損失85,326千円（前事業年度は95,557千円の損失）、当期純損失88,774千円（前事業年度は71,200千円の損失）

となりました。

　

②次期の見通し

当社の事業領域は、LED照明機器販売事業を主体として展開しており、LED照明機器のカテゴリとしては、蛍光管

型・高所照明・屋外照明等を主力商品として展開中であります。

競合の激化とともに多様なニーズに応えるために、従来からの仕入れメーカーに加え、新たなメーカーとの取引

により、価格対応品を含めた商品ラインナップの充実及び商品群に更なる奥行きを持たせ、受注機会損失の防止に

取組んで参りました。

今後の取り組みとして、以下の点に主軸を置きつつ更なる新規事業の検討を進めてまいります。

1)LED照明機器（既存商品カテゴリ）

既存LED照明機器の各カテゴリは、当社主力商品であることに変わりはないため、各カテゴリ別の特売企画等を実

施することで、新規顧客の開拓及び既存顧客への拡販を継続してまいります。

2)LED照明機器（新商品カテゴリ）

特殊な設置個所に必要とされるLED照明機器をメーカーと協力開発中であり、更なる販売先の開拓を企図してお

り、一部製品においては、テスト設置も実施済みであります。

3)LED照明を活用した新分野への進出

植物栽培のための植物育成LED照明の協同開発を進めており、実証実験を兼ねた売上げを見込んでおり、本格的な

販売に向けて、準備を進めております。

既に、市場展開している商品であり、ビジネス化している企業はありますが、専門性の高い商品開発が必要であ

り、他からの簡単な参入は難しい分野と考え、早期にビジネス化を推進してまいります。

4)太陽光パネル

太陽光パネルの販売は、受注の見込はあるものの、事業化には至っていない状態であります。今後の展開として、

更なる販売実績を積み上げることで事業化することを企図しております。

5)新環境関連商材

LED照明機器、太陽光パネル以外の環境に配慮した新商品の選定を進めてきた中で、二酸化塩素による除菌及び消

臭のできる新商品の取扱を開始しました。数年後には収益の柱の一つとなることを目標に、現在、拡販に向けた本

格的な営業活動を見据え、代理店へのプレゼンを随時進めております。

6)環境関連以外の新規事業開発

業務提携先である株式会社ASKの支援を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推進

してまいります。また、新規事業開発に際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含めたM&A

の検討も行ってまいります。

　

以上により、次期の業績の見通しといたしましては、売上高373百万円（当事業年度比59.0％増）、営業損失5百万

円（当事業年度は営業損失84百万円）、当期純損失6百万円（当事業年度は当期純損失88百万円）を予定しておりま

す。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の状況）

当事業年度末における流動資産の残高は、62,889千円（前事業年度比78,800千円減）となりました。その主な要

因は、社債の償還及び借入金の返済等により現金及び預金が49,893千円減少、個別引当等により貸倒引当金が

12,327千円増加、LED照明機器販売事業の売掛金が8,958千円減少及びLED商品の評価損等により商品が3,747千円減

少したこと等によるものであります。

固定資産の残高は、5,420千円（前事業年度比4,670千円減）となりました。その主な要因は、減価償却費及び減

損損失の計上等により有形固定資産が834千円、無形固定資産が3,100千円減少し、投資その他の資産が735千円減少

したこと等によるものです。

この結果、当事業年度末における総資産は68,310千円（前事業年度比83,471千円減）となりました。

（負債の状況）

流動負債の残高は、91,475千円（前事業年度比43,696千円減）となりました。その主な要因は、社債の償還によ

り１年以内償還予定の社債が40,000千円減少、借入金の返済により短期借入金が8,500千円減少、従業員の減少及び

経費削減等により未払金が5,718千円減少した一方で、LED照明機器販売事業の買掛金が11,006千円増加したこと等

によるものであります。

また、固定負債の残高は、0円（前事業年度末は0円）であります。

この結果、当事業年度末における負債合計は91,475千円（前事業年度比43,696千円減）となりました。

（純資産の状況）

純資産の残高は、23,165千円の債務超過（前事業年度末比39,774千円減）となりました。その主な要因は、新株

予約権の行使による新株の発行により資本金及び資本準備金が各25,870千円増加、新株予約権が2,740千円減少し、

当期純損失を計上したことにより利益剰余金が88,774千円減少したことによるものであります。

　

② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べて18,893千円減少

し、4,796千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、51,240千円の支出となり、前事業年度と比べ52,825千円（前事業年度は1,585千円の収

入）の減少となりました。これは、貸倒引当金の増加12,327千円、仕入債務の増加11,006千円、売上債権の減少

8,958千円、棚卸資産の減少3,852千円、その他の資産の減少3,396千円等によって資金が増加したことに対して、税

引前当期純損失が87,824千円になったことに加えて、その他の負債の減少4,150千円等により資金が減少したことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、31,846千円の収入となり、前事業年度と比べて24,877千円（前事業年度は6,969千円の収

入）の増加となりました。これは、定期預金の払戻による収入34,000千円、貸付金の回収による収入1,587千円等が

あったことに対して、定期預金の預入による支出3,000千円、貸付金による支出1,140千円等があったことによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、500千円の収入となり、前事業年度と比べて20,500千円（前事業年度は20,000千円の支

出）の増加となりました。これは、新株予約権の行使による株式の発行による収入49,000千円に対して、社債の償

還による支出40,000千円、短期借入金の純減少額8,500千円があったことによるものであります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成22年６月期 平成23年６月期 平成24年６月期 平成25年６月期 平成26年６月期

自己資本比率 41.2 16.4 27.6 9.1 △33.9

時価ベースの自己資本比率 52.8 103.2 135.1 200.8 176.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

1.1 ― 6.5 37.8 △0.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

19.1 ― 5.1 1.3 △39.8

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としてい

ます。また利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しておりますが、当事業年度において累積損

失は拡大する結果となりました。当社は、LED照明機器販売事業の継続的な展開および新規事業の急速な展開により、

財務基盤の回復に注力することによる利益体質の確立を最優先事項と位置付けております。よって、次期においては

累積損失の解消を最優先とし、内部留保を充実させるために、配当は見送らせて頂く方針でございますが、将来的に

は経営成績及び財務状況の改善に応じて、配当等による株主への利益還元を検討していく所存であります。

（４）事業等のリスク

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のあるリスク要因を以下に記載しております。また、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項に

つきましても、投資判断上あるいは当社の事業活動を理解するうえで重要と考えられる事項については、投資者に対

する情報開示の観点から記載しております。

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、本株式に関わる投資判断は、以下の事項に記載された各事項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討し

たうえで、行われる必要があると考えられます。また、以下の事項は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅

するものではありませんので、この点もあわせてご留意ください。

なお、文章の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

① 上場廃止のリスク

当社株式は「合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間」にありましたが、猶予期間中に適合審査申請を

行えなかったため、監理銘柄（確認中）に指定されました。

監理銘柄（確認中）指定後において、当社が適合審査申請を行い、これが受付けられた場合は、監理銘柄（審査

中）に指定されますが、猶予期間終了後最初の有価証券報告書提出日（予定：平成26年９月30日）から起算して８

日目（休業日を除外する）の日（予定：平成26年10月９日）までに当社が適合審査申請を行わない場合、上場廃止

となる銘柄として整理銘柄に指定され、その後１ヶ月間の整理売買を経て名証セントレックス市場への上場が廃止

となります。

当社は、監理銘柄（確認中）からの解除に至るよう努力してまいりましたが、当事業年度末時点において債務超

過となり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況の解消に至らず、適合審査の基準である上場審査

基準に適合する状態にありません。

決算短信 （宝印刷）  2014年08月14日 10時34分 6ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社ノア(3383) 平成26年６月期 決算短信（非連結）

－ 5 －

また、適合審査申請を行うには、制度上取引参加者（証券会社）が作成した確認書の提出が義務付けられている

ことから、証券各社に対して幹事就任を打診して参りましたが、受託を得るに至っておらず、名古屋証券取引所に

対し適合審査申請を行えない状態であります。

② 中期経営計画の実行可能性について

当社は、販売費及び一般管理費の大幅な削減、収益基盤の拡充および資金繰りの安定化を柱とする中期経営計画

に基づき、収益力の向上と財務基盤の拡充を図ってまいる所存です。しかしながら、同計画における施策が不冴え

に終わった場合には、当社の業績または資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。

③ 競合について

当社が主要事業と位置付けているLED照明機器販売市場は、その市場規模が急拡大している一方で、販売に関しま

しては参入障壁が低く、販売業者の参入が相次いでいることにより価格競争が激化しております。当社といたしま

しては、比較的競合関係の緩い高所照明の取り扱い強化等により、価格競争を極力回避し、利益率の確保に努めて

まいる所存でありますが、予想以上の製品価格低下が回避できない状況となった場合には、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

④ LED照明機器販売事業の在庫リスク

当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要があります。

一方、加速度的な技術発展に伴い商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴い、在庫商品の販

売価格が当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ LED照明機器販売事業における販売代理店契約について

当社は、国内外の優良なLED照明商材を製造メーカーおよびその代理店から仕入れて、当社顧客に販売し、または

販売代理店等に卸売りしております。しかしながら、LED照明業界全体での販売代理店獲得における競争の激化や地

域的な偏りなどの理由から、販売代理店契約の解除や脱退などに伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影響を及ぼす可

能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前事業年度において営業損失94,177千円、経常損失95,557千円、当期純損失71,200千円を計上しており、

当事業年度において売上高が234,716千円と減少し、営業損失84,614千円、経常損失85,326千円、当期純損失88,774千

円を計上した結果、23,165千円の債務超過となっております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく「１．経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析 ②次期の見

通し」に記載しております1)～6)の施策を実行することによる収益力の改善を図ることで、財務面の改善を引き続き

行ってまいります。
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２．企業集団の状況

事業の内容

当社は、LED照明卸売商社としての代理店契約に基づく、代理店への卸売および、法人への導入提案や直接販売を

展開している商社であります。

以上の事項を事業等系図によって示すと、以下のとおりであります。

　[事業系統図]

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、常に新しい視点で経営を捉え、新しいビジネススキームを創造することにより企業としての持続的な発展

を遂げ、社会貢献する企業であり続けることを経営理念としており、品質・納期・コスト改善に関する具体的な問題

解決を求めている顧客ニーズに対応できる、より有効なビジネスモデルを常に追求していくことを経営方針としてお

ります。

　

（２）目標とする経営指標

当社は、過年度での損失計上および当期における損失計上によって大幅に毀損している株主価値の回復を実現すべ

く、積極的な事業展開によって収益基盤の確立、拡大を図っていく方針であります。当社といたしましては、主要事

業を展開しているLED照明機器市場は急拡大市場であり、当該市場における存在感向上を目的として、相応の利益率の

確保を前提とした売上高ならびにその伸長率を重視するとともに、その向上に努め、新たな事業についても随時検討

を進めてまいる所存です。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社は、設立以来半導体製造に係る装置販売、技術サービス、デバイス設計関連ソフトウェアを主体とする半導体

関連事業に特化した企業でありましたが、当該事業での業績回復の見通しが立たないものと判断し、平成23年１月27

日に発表した経営改善計画の通り、事業を一時凍結しております。

これに伴って、平成22年９月より本格的に参入したLED照明機器販売事業を主要事業として、当社事業基盤の確立を

急ぐことを基本戦略とした、企業戦略の転換を図ってまいりました。

その結果、既存代理店網へのLED照明機器の販売、これに加えて新たな大口顧客の開拓、官公庁における入札案件の

落札等に継続して注力しております。

さらに、取扱商材の拡大や異業種への進出等、収益基盤の安定化に資する施策の検討も社内的に開始しております。
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（４）会社の対処すべき課題

国内経済の先行きに対する不透明感が継続する中、LED照明市場については、省エネニーズの高まりを追い風に大幅

な成長を継続する中、参入障壁が比較的低い市場特性の影響で様々な新規参入も相次いでおり、価格競争も激しさを

増しております。

当社の対処すべき課題は、以下のとおりであります。

　

Ⅰ.事業領域の再構築

当社の事業領域は、LED照明機器販売事業を主体として展開しており、LED照明機器のカテゴリとしては、蛍光管

型・高所照明・屋外照明等を主力商品として展開中であります。

競合の激化とともに多様なニーズに応えるために、従来からの仕入れメーカーに加え、新たなメーカーとの取引

により、価格対応品を含めた商品ラインナップの充実及び商品群に更なる奥行きを持たせ、受注機会損失の防止に

取組んで参りました。

今後の取り組みとして、「１．経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析 ②次期の見通し」

にも記載しておりますが、以下の点に主軸を置きつつ更なる新規事業の検討を進めてまいります。

　

①LED照明機器（既存商品カテゴリ）

既存LED照明機器の各カテゴリは、当社主力商品であることに変わりはないため、各カテゴリ別の特売企画等を

実施することで、新規顧客の開拓及び既存顧客への拡販を継続してまいります。

②LED照明機器（新商品カテゴリ）

特殊な設置個所に必要とされるLED照明機器をメーカーと協力開発中であり、更なる販売先の開拓を企図してお

り、一部製品においては、テスト設置も実施済みであります。

③LED照明を活用した新分野への進出

植物栽培のための植物育成LED照明の協同開発を進めており、実証実験を兼ねた売上げを見込んでおり、本格的

な販売に向けて、準備を進めております。

既に、市場展開している商品であり、ビジネス化している企業はありますが、専門性の高い商品開発が必要で

あり、他からの簡単な参入は難しい分野と考え、早期にビジネス化を推進してまいります。

④太陽光パネル

太陽光パネルの販売は、受注の見込はあるものの、事業化には至っていない状態であります。今後の展開とし

て、更なる販売実績を積み上げることで事業化することを企図しております。

⑤新環境関連商材

LED照明機器、太陽光パネル以外の環境に配慮した新商品の選定を進めてきた中で、二酸化塩素による除菌及び

消臭のできる新商品の取扱を開始しました。数年後には収益の柱の一つとなることを目標に、現在、拡販に向け

た本格的な営業活動を見据え、代理店へのプレゼンを随時進めております。

⑥環境関連以外の新規事業開発

業務提携先である株式会社ASKの支援を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推

進してまいります。また、新規事業開発に際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含め

たM&Aの検討も行ってまいります。

　

Ⅱ.財務面の改善

当社は、当事業年度末において23,165千円の債務超過となっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しております。

この状況に対処するために、「Ⅰ.事業領域の再構築」に記載した取組を実行することによる収益改善に加え、新

たな資金調達によって運転資金を確保することにより債務超過の早期解消に努めてまいります。
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一方で、「１．経営成績・財政状態に関する分析 （４）事業等のリスク ①上場廃止のリスク」にも記載しており

ますが、当社は、平成22年９月７日付け日本エーエム株式会社からのLED照明機器販売事業の一部移管、平成23年１月

17日付け代表取締役の異動及び平成23年１月27日付け当社の経営改善計画の策定に伴う半導体事業の事業活動の一時

凍結の決定に至るまでの一連の行為の実施に起因し、平成23年１月27日から平成26年６月30日までを期間とした「合

併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間」にありました。

当社では、当該猶予期間解除に向けて取り組んで参りましたが、猶予期間終了日である平成26年６月30日までに新

規上場審査基準に準じた基準に適合しているかどうかの審査申請（以下、「適合審査申請」といいます。）を行えなか

ったため、監理銘柄（確認中）に指定されました。

監理銘柄（確認中）指定後において、当社が適合審査申請を行い、これが受付けられた場合は、監理銘柄（審査中）

に指定されますが、猶予期間終了後最初の有価証券報告書提出日（予定：平成26年９月30日）から起算して８日目

（休業日を除外する）の日（予定：平成26年10月９日）までに当社が適合審査申請を行わない場合、上場廃止となる銘

柄として整理銘柄に指定され、その後１ヶ月間の整理売買を経て名証セントレックス市場への上場が廃止となります。

　

当社は、監理銘柄（確認中）からの解除に至るよう努力してまいりましたが、当事業年度末時点において債務超過

となり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況の解消に至らず、適合審査の基準である上場審査基準

に適合する状態にありません。

また、適合審査申請を行うには、制度上取引参加者（証券会社）が作成した確認書の提出が義務付けられているこ

とから、証券各社に対して幹事就任を打診して参りましたが、受託を得るに至っておらず、名古屋証券取引所に対し

適合審査申請を行えない状態であります。

当社といたしましては、上場廃止が避けられない場合であっても、企業の存続を図るべく上述の課題に取り組んで

まいります。
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※154,689 4,796

受取手形 - ※2-

売掛金 64,048 55,090

商品 4,122 374

貯蔵品 233 128

前払費用 5,571 2,850

未収入金 10,729 10,506

その他 2,406 1,581

貸倒引当金 △111 △12,438

流動資産合計 141,690 62,889

固定資産

有形固定資産

建物 622 622

減価償却累計額 △147 △206

減損損失累計額 - △415

建物（純額） 475 -

車両運搬具 571 285

減価償却累計額 △571 △285

車両運搬具（純額） - -

工具、器具及び備品 6,112 6,112

減価償却累計額 △5,753 △5,879

減損損失累計額 - △232

工具、器具及び備品（純額） 358 -

有形固定資産合計 834 -

無形固定資産

ソフトウエア 3,100 -

無形固定資産合計 3,100 -

投資その他の資産

長期前払費用 262 -

役員及び従業員に対する長期貸付金 513 440

差入保証金 5,379 4,980

その他 0 0

投資その他の資産合計 6,156 5,420

固定資産合計 10,090 5,420

資産合計 151,781 68,310
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 59,884 70,891

短期借入金 ※320,000 ※311,500

1年内償還予定の社債 ※140,000 -

未払金 9,819 4,101

未払費用 3,101 1,899

未払法人税等 2,114 2,254

前受金 27 630

預り金 223 197

流動負債合計 135,172 91,475

負債合計 135,172 91,475

純資産の部

株主資本

資本金 211,548 237,418

資本剰余金

資本準備金 205,448 231,318

その他資本剰余金 650,555 650,555

資本剰余金合計 856,003 881,873

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,017,457 △1,106,231

利益剰余金合計 △1,017,457 △1,106,231

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 13,869 △23,165

新株予約権 2,740 -

純資産合計 16,609 △23,165

負債純資産合計 151,781 68,310
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 304,180 234,716

売上原価

商品期首たな卸高 14,711 4,122

当期商品仕入高 236,371 180,160

合計 251,082 184,282

他勘定振替高 ※16 ※183

商品期末たな卸高 4,331 3,447

商品評価損 209 3,072

売上原価合計 246,954 183,824

売上総利益 57,225 50,891

販売費及び一般管理費 ※2151,403 ※2135,506

営業損失（△） △94,177 △84,614

営業外収益

受取利息 41 ※342

受取賃貸料 999 999

受取保険料 - 258

為替差益 2 0

雑収入 1,027 158

営業外収益合計 2,072 1,458

営業外費用

支払利息 ※3481 ※3796

社債利息 753 247

支払保証料 1,590 1,124

雑損失 625 2

営業外費用合計 3,451 2,170

経常損失（△） △95,557 △85,326

特別利益

固定資産売却益 ※4100 ※4100

保証金償還益 25,500 1,445

特別利益合計 25,600 1,545

特別損失

減損損失 - ※54,043

特別損失合計 - 4,043

税引前当期純損失（△） △69,957 △87,824

法人税、住民税及び事業税 1,243 950

法人税等合計 1,243 950

当期純損失（△） △71,200 △88,774
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 211,548 205,448 650,555 856,003

当期変動額 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 211,548 205,448 650,555 856,003

　

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △946,257 △946,257 △36,225 85,069 2,740 87,809

当期変動額 　 　 　 　 　 　

当期純損失（△） △71,200 △71,200 　 △71,200 　 △71,200

当期変動額合計 △71,200 △71,200 ― △71,200 ― △71,200

当期末残高 △1,017,457 △1,017,457 △36,225 13,869 2,740 16,609
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当事業年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 211,548 205,448 650,555 856,003

当期変動額 　 　 　 　

新株の発行

（新株予約権の行使）
25,870 25,870 25,870

当期純損失（△） 　 　 　 　

当期変動額合計 25,870 25,870 ― 25,870

当期末残高 237,418 231,318 650,555 881,873

　

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,017,457 △1,017,457 △36,225 13,869 2,740 16,609

当期変動額 　 　 　 　 　 　

新株の発行

（新株予約権の行使）
51,740 △2,740 49,000

当期純損失（△） △88,774 △88,774 　 △88,774 　 △88,774

当期変動額合計 △88,774 △88,774 ― △37,034 △2,740 △39,774

当期末残高 △1,106,231 △1,106,231 △36,225 △23,165 ― △23,165
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △69,957 △87,824

減価償却費 1,532 1,041

減損損失 - 4,043

長期前払費用の増減額（△は増加） 1,289 112

差入保証金償却額 - 100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,493 12,327

受取利息及び受取配当金 △41 △42

為替差損益（△は益） △2 △0

支払利息 1,235 1,043

固定資産売却損益（△は益） △100 △100

売上債権の増減額（△は増加） 131,933 8,958

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,718 3,852

その他の資産の増減額（△は増加） △4,327 3,396

仕入債務の増減額（△は減少） △42,914 11,006

未払費用の増減額（△は減少） △3,668 △958

その他の負債の増減額（△は減少） △16,586 △4,150

小計 6,617 △47,193

利息及び配当金の受取額 41 41

利息の支払額 △1,234 △1,287

法人税等の支払額 △3,839 △2,800

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,585 △51,240

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △24,000 △3,000

定期預金の払戻による収入 30,000 34,000

有形固定資産の売却による収入 100 100

貸付けによる支出 △1,950 △1,140

貸付金の回収による収入 422 1,587

差入保証金の差入による支出 △110 △48

差入保証金の回収による収入 2,506 347

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,969 31,846

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 △8,500

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

新株予約権の行使による株式の発行による
収入

- 49,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,000 500

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,443 △18,893

現金及び現金同等物の期首残高 35,133 23,689

現金及び現金同等物の期末残高 ※23,689 ※4,796
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当社は、前事業年度において営業損失94,177千円、経常損失95,557千円、当期純損失71,200千円を計上しており、

当事業年度において売上高が234,716千円と減少し、営業損失84,614千円、経常損失85,326千円、当期純損失88,774千

円を計上した結果、23,165千円の債務超過となっております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を着実に実行してまいります。

　

(1)事業領域の再構築

当社の事業領域は、LED照明機器販売事業を主体として展開しており、LED照明機器のカテゴリとしては、蛍光管

型・高所照明・屋外照明等を主力商品として展開中であります。

競合の激化とともに多様なニーズに応えるために、従来からの仕入れメーカーに加え、新たなメーカーとの取引

により、価格対応品を含めた商品ラインナップの充実及び商品群に更なる奥行きを持たせ、受注機会損失の防止に

取組んで参りました。

今後の取り組みとして、以下の６点に主軸を置きつつ更なる新規事業の検討を進めてまいります。

　

①LED照明機器（既存商品カテゴリ）

既存LED照明機器の各カテゴリは、当社主力商品であることに変わりはないため、各カテゴリ別の特売企画等を

実施することで、新規顧客の開拓及び既存顧客への拡販を継続してまいります。

②LED照明機器（新商品カテゴリ）

特殊な設置個所に必要とされるLED照明機器をメーカーと協力開発中であり、更なる販売先の開拓を企図してお

り、一部製品においては、テスト設置も実施済みであります。

③LED照明を活用した新分野への進出

植物栽培のための植物育成LED照明の協同開発を進めており、実証実験を兼ねた売上げを見込んでおり、本格的

な販売に向けて準備を進めております。

既に、市場では展開している商品、ビジネス化している企業はありますが、専門性の高い商品開発が必要であ

り、他からの簡単な参入は難しい分野と考え、早期にビジネス化を推進してまいります。

④太陽光パネル

太陽光パネルの販売は、受注の見込はあるものの、事業化には至っていない状態であります。今後の展開とし

て、更なる販売実績を積み上げることで事業化することを企図しております。

⑤新環境関連商材

LED照明機器、太陽光パネル以外の環境に配慮した新商品の選定を進めてきた中で、二酸化塩素による除菌及び

消臭のできる新商品の取扱を開始しました。数年後には収益の柱の一つとなることを目標に、現在、拡販に向け

た本格的な営業活動を見据え、代理店へのプレゼンを随時進めております。

⑥環境関連以外の新規事業開発

業務提携先である株式会社ASKの支援を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推

進してまいります。また、新規事業開発に際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含め

たM&Aの検討も行ってまいります。

　

(2)財務面の改善

「(1)事業領域の再構築」に記載した取組を実行することによる収益改善に加え、新たな資金調達によって運転資

金を確保することにより債務超過の早期解消に努めてまいります。

　

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表

に反映しておりません。
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(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(1) 商品

総平均法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

工具、器具及び備品 ３～10年

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用 定額法

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いて個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資であります。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)リース取引の処理方法

リース取引開始日が平成20年３月31日以前で、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(2)消費税等の会計処理

消費税及び地方税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

預金 28,000千円 －千円

担保付債務は、次のとおりであります。

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

1年内償還予定の社債 40,000千円 －千円

※２．受取手形裏書譲渡高

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 －千円 6,359千円

※３．関係会社に対する負債

前事業年度
(平成25年６月30日)

当事業年度
(平成26年６月30日)

流動負債

短期借入金 20,000千円 11,500千円

(損益計算書関係)

※１．他勘定振替高の主たるものは、LED商品及びその他環境関連商材をサンプル品として提供したことによる販売促進

費への振替高であります。

※２．販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

給与手当 32,199千円 26,175千円

支払手数料 32,426千円 24,427千円

役員報酬 17,607千円 17,310千円

顧問料 13,800千円 11,200千円

地代家賃 13,503千円 10,025千円

旅費交通費 8,630千円 7,055千円

法定福利費 6,771千円 6,281千円

減価償却費 1,532千円 1,041千円

貸倒引当金繰入額 111千円 12,327千円

おおよその割合

販売費 25.4％ 22.1％

一般管理費 74.6％ 77.9％
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※３．各科目に含まれているその他の関係会社に対する営業外収益及び営業外費用は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

受取賃貸料 －千円 428千円

支払利息 245千円 787千円

※４．固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

車両運搬具 100千円 －千円

工具、器具及び備品 －千円 100千円

※５．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社（東京都中央区）
本社設備等

建物
工具、器具及び備品
ソフトウェア
所有権移転外ファイナンスリース

LED照明機器事業関連 長期前払費用

（１）資産のグルーピングの方法

当社は、原則として、事業用資産については事業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを行っております。

また、本社設備については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

（２）減損損失の認識に至った経緯

当事業年度において、当初の事業計画において想定していた収益が見込めなくなったため、減損損失を認識してお

ります。

（３）回収可能性価額の算定方法

回収可能価額は、将来の事業計画について保守的に見積を行い、回収可能価額を零としております。

（４）減損損失の金額

減損処理額4,043千円を減損損失として特別損失に計上しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

当事業年度期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式

普通株式 106,956株 ― ― 106,956株

自己株式

普通株式 338株 ― ― 338株

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業年度
期首

増加 減少 当事業年度末

第５回新株予約権 (平成23年６
月30日発行)

普通株式 20,000 ― ― 20,000 2,740

合 計 ― 20,000 ― ― 20,000 2,740

(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。

２ 第５回新株予約権は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議に基づき発行したことによります。

３ 第５回新株予約権の権利行使期間は、平成24年１月１日から平成28年６月30日までとなります。

当事業年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

当事業年度期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式

普通株式 106,956株 20,000株 ― 126,956株

自己株式

普通株式 338株 ― ― 338株

（変更事由の概要）

新株の発行（新株予約権の行使）

第５回新株予約権の強制行使条件が満たされたことに伴う権利行使による増加 20,000株

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業年度
期首

増加 減少 当事業年度末

第５回新株予約権 (平成23年６
月30日発行)

普通株式 20,000 ― 20,000 ― ―

合 計 ― 20,000 ― 20,000 ― ―

(変更事由の概要)

第５回新株予約権の強制行使条件が満たされたことに伴う権利行使による減少 20,000株
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

現金及び預金 54,689千円 4,796千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △31,000千円 －千円

現金及び現金同等物 23,689千円 4,796千円

　
○ 重要な非資金取引の内容

新株予約権の行使

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

新株予約権の行使による
資本金増加額

－千円 1,370千円

新株予約権の行使による
資本準備金増加額

－千円 1,370千円

新株予約権の行使による
第５回新株予約権減少額

－千円 2,740千円

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出年金制度を採用しております。

　
２．退職給付費用に関する事項

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

確定拠出型退職給付制度に係る費用(千円) 208 89

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

１ 製品及びサービスごとの情報

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 126,112 LED照明機器販売事業

株式会社スズキレピオ 31,459 LED照明機器販売事業

　
当事業年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

１ 製品及びサービスごとの情報

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 66,968 LED照明機器販売事業

三由工業株式会社 29,665 LED照明機器販売事業

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

前事業年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（１）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他の
関係会社

株式会社
ASK

東京都
中央区

30,000
自動車卸売販
売

（被所有）
間接 32.9

役員の兼
任

資金の借入 50,000 短期借入金 20,000

※取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）利率については、市場金利を勘案して決定しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

当事業年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（１）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
NR投資事
業組合

東京都
中央区

60,500 投資運用事業
（被所有）
直接 52.9

－
第５回新株
予約権の権

利行使

49,000
(2万株)

－ －

その他の
関係会社

株式会社
ASK

東京都
中央区

30,000
自動車卸売販
売

（被所有）
間接 43.4

役員の兼
任

資金の借入 52,600 短期借入金 11,500

※取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）利率については、市場金利を勘案して決定しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

NR投資事業組合（金融商品取引所へは上場しておりません）

（2）重要な関連会社情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり純資産額 130.08円 △182.95円

１株当たり当期純損失金額(△) △667.81円 △825.01円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

１株当たり当期純損失であるた
め、記載しておりません。

潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。

(注) １. １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり当期純損失金額（△）

　当期純損失（△）(千円) △71,200 △88,774

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △71,200 △88,774

　普通株式の期中平均株式数（株） 106,618 107,604

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

純資産の部の合計額（千円） 16,609 △23,165

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

2,740 ―

（うち新株予約権）（千円） 2,740 ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 13,869 △23,165

１株当たり純資産の算定に用いられた期末
の普通株式の数（株）

106,618 126,618

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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５．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

該当する事項はありません。

②仕入実績

当事業年度における仕入実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 180,160 △23.8

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

③受注実績

該当する事項はありません。

　

④販売実績

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 234,716 △22.8

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2.主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社ヤマダ電機 126,112 41.0 66,968 28.5

三由工業株式会社 ― ― 29,665 12.6

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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